
藤岡市地域コミュニティ活性化事業補助金交付要綱 
令和2年3月27日 

告示第29号 
(趣旨) 

第１条　この要綱は、市民の自主的な地域づくりの気運を醸成するとともに、個性豊かな魅力ある地域コミュニ

ティづくり事業若しくは市内の伝統文化を保存継承する事業又は行政区が行う地域の生活環境の改善事業を

支援するため、予算の範囲内で補助金を交付することについて、藤岡市補助金等に関する規則(昭和42年規則

第2号)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
(補助対象事業) 

第２条　補助金の交付の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、次の各号のいずれかに該当するも

のとする。 
(1)　地域コミュニティの活性化が見込まれる事業 
(2)　地域の貴重な郷土芸能等を保存継承し、後継者を育成する事業 
(3)　地域の生活環境の改善が見込まれる事業 

２　市若しくは市が助成している団体から補助を受けている事業又は政治、宗教若しくは営利を目的とした事業

は、補助対象外とする。 
(補助対象団体) 

第３条　この要綱により補助を受けることができる団体は、藤岡市行政区設置条例(昭和29年条例第12号)別表に

定める行政区又は自治会その他の自主的に組織された市内の市民団体であって、次の各号のいずれにも該当す

るものとする。ただし、前条第1項第3号に掲げる補助対象事業については、同表に定める行政区のみを対象と

する。 
(1)　団体の構成員の2分の1以上が市内在住者であること。 
(2)　規約又は会則を有すること。 
(3)　代表者が20歳以上であり、市内在住者であること。 
(4)　事業を完遂できる見込みがあること。 
(5)　会計経理が明確であること。 
(補助対象経費) 

第４条　補助金の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、補助対象事業に要する経費とする。ただ

し、団体の恒常的な運営費等は、補助対象外とする。 
(補助金の額) 

第５条　補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額(当該金額に1,000円未満の

端数があるときは、その端数金額を切り捨てる。)とし、1団体につき40万円(第3号に掲げる事業にあっては、

5万円)を限度とする。ただし、国若しくは県又は各種団体からの補助金収入等がある場合には、補助対象経費

からその金額を差し引いて算出するものとする。 
(1)　第2条第1項第1号に規定する事業　補助対象経費の3分の2以内の額 
(2)　第2条第1項第2号に規定する事業　補助対象経費の2分の1以内の額 



(3)　第2条第1項第3号に規定する事業　補助対象経費の額 
(補助対象期間) 

第６条　補助対象事業の実施期間は、第9条の規定により補助金の交付決定を受けた当該年度内とする。 
(補助金の交付申請) 

第７条　補助金の交付を受けようとする団体は、地域コミュニティ活性化事業補助金交付申請書(様式第1号)に、

次に掲げる書類のうち各事業に必要なものを添えて、市長に提出しなければならない。 
(1)　事業計画書 
(2)　収支予算書 
(3)　暴力団排除に関する誓約書(様式第2号) 
(4)　団体の規約又は会則及び構成員名簿 
(5)　活動区域の位置図 
(6)　土地所有者の同意書 
(7)　その他添付書類(見積書、通帳の写し等) 
(審査会) 

第８条　市長は、事業の内容審査等を行うため、審査会を置く。 
２　審査会の運営については、別に定める。 

(補助金の交付決定) 
第９条　市長は、第7条の規定による申請を受けた場合は、審査会による当該申請書の審査及び必要に応じて行

う現地調査等により、補助金の交付を適当と認めるときは、これを決定し、地域コミュニティ活性化事業補助

金交付決定通知書(様式第3号)によりその旨を当該団体に通知するものとする。 
２　市長は、前項の規定により補助金の交付決定を受けた団体(以下「補助事業者」という。)に係る補助金の交

付について、必要な条件を付すことができる。 
(変更又は中止) 

第１０条　補助事業者は、補助対象事業の内容を変更し、又は中止しようとするときは、地域コミュニティ活性

化事業補助金交付決定変更・中止申請書(様式第4号)に必要書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
２　市長は、前項の規定による申請に基づき交付決定を変更するときは、地域コミュニティ活性化事業補助金交

付決定変更通知書(様式第5号)により当該補助事業者に通知するものとする。 
(概算払) 

第１１条　市長は、補助金の交付について必要があると認めた場合は、交付決定額の3分の2以内の額(当該金額

に1,000円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる。)を概算払とすることができる。 
２　補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、地域コミュニティ活性化事業補助金概算払請求書

(様式第6号)を市長に提出しなければならない。 
(実施状況報告) 

第１２条　補助事業者は、市長が必要と認めたときは、補助対象事業の実施状況に関し、地域コミュニティ活性

化事業実施状況報告書(様式第7号)を市長に提出しなければならない。 
(実績報告) 



第１３条　補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、完了した日から起算して1箇月以内又は当該年度の3

月末日のいずれか早い日までに、第2条第1項第1号及び第2号の規定による補助対象事業については地域コミュ

ニティ活性化事業実績報告書(様式第8号)を、同項第3号の規定による補助対象事業については地域コミュニテ

ィ活性化事業活動実施報告書(様式第8号の2)を市長に提出しなければならない。 
(補助金の額の確定) 

第１４条　市長は、前条の規定による報告を受けた場合、その報告に係る補助対象事業の実施結果が補助金の交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、地域コミュ

ニティ活性化事業補助金確定通知書(様式第9号)により、速やかに補助事業者に通知するものとする。 
(補助金の請求) 

第１５条　補助事業者(第11条の規定により補助金の概算払を受けた補助事業者を除く。)は、前条の規定による

通知を受けたときは、地域コミュニティ活性化事業補助金交付請求書(様式第10号)により、速やかに市長に補

助金の交付を請求するものとする。 
２　第11条の規定により補助金の概算払を受けた補助事業者は、前条の規定による通知を受けたときは、地域コ

ミュニティ活性化事業補助金概算払精算書(様式第11号)により、速やかに補助金の精算をしなければならない。 
(補助金の返還) 

第１６条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、又は

既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。 
(1)　補助金を目的外に使用したとき。 
(2)　この要綱に違反したとき。 
(3)　交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているとき。 

２　市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消し、又は交付した補助金の返還を命ずるときは、地域コミ

ュニティ活性化事業補助金返還命令書(様式第12号)により、当該補助事業者に通知するものとする。 
(財産の管理) 

第１７条　補助事業者は、補助対象事業により取得した財産について、善良な管理者の注意をもって管理すると

ともに、補助金の交付の目的に反して使用、譲渡、交換、貸付け又は担保に供してはならない。 
(帳簿等の整備) 

第１８条　補助事業者は、補助対象事業の経理について補助金の使途に関する帳簿を備え、当該経理に関する証

拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を当該事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して5年

間保管しなければならない。 
(補則) 

第１９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附　則 

(施行期日) 
１　この告示は、令和2年4月1日から施行する。 

(藤岡市魅力ある地域づくり活動費補助金交付要綱等の廃止) 



２　藤岡市魅力ある地域づくり活動費補助金交付要綱(平成11年告示第8号)及び藤岡市伝統文化保存継承事業補

助金交付要綱(平成14年告示第16号)は、廃止する。 
(経過措置) 

３　前項の規定にかかわらず、当該要綱の規定に係る会計処理、財産管理及び帳簿等の整備については、なお従

前の例による。 
　　　附　則(令和2年告示第113号) 
　この告示は、公表の日から施行する。 
　　　附　則(令和3年告示第31号) 
　この告示は、令和3年4月1日から施行する。 
　　　附　則(令和4年告示第55号) 
　この告示は、令和4年4月1日から施行する。 
　　　附　則(令和8年告示第26号) 
　この告示は、令和8年4月1日から施行する。


